
鞍手町
立地適正化計画

福岡県鞍手町

Kurate  Town  Compact  City  Plan

この町の  未来へとつながる  羅針盤

2021.12.23 現在 答申案

令和４年（2022年）３月

[ 概要版  ]





鞍手町立地適正化計画 [ 概要版 ]   目次

第１章　はじめに　…………………………………………………………………………… １ 
１－１．計画策定の背景と目的　………………………………………………………………………………… １
１－２．計画に定める内容　……………………………………………………………………………………… １
１－３．計画作成の「流れ」　……………………………………………………………………………………… ２
１－４．計画の位置付けと目標年次　…………………………………………………………………………… ２

第２章　将来予想と解決すべき課題　……………………………………………………… ３
２－１．都市全体の人口動向 …………………………………………………………………………………… ３
２－２．鞍手町の現況と解決すべき課題　………………………………………………………………… ４～６

１)  土地利用 ………………………………………………………………………………………………… ４
２)  公共交通の利便性、持続可能性 ……………………………………………………………………… ４
３)  生活サービス施設の利便性、持続可能性 ………………………………………………………… ５
４)  財政状況 ………………………………………………………………………………………………… ６
５)  災害に対する安全性の確保 ………………………………………‥………………………………… ６

第３章　立地適正化計画に関する基本的な方針 ……………………………………… ７～８

第４章　誘導区域・誘導施設 …………………………………………………………………… ９
４－１．誘導区域 …………………………………………………………………………………………… ９～ 10
４－２．誘導施設 ………………………………………………………………………………………………… 11

第５章　防災指針 ……………………………………………………………………………… 12
５－１．災害リスクと課題の抽出 ……………………………………………………………………………… 13
５－２．防災まちづくりの将来像、取組方針の検討 ………………………………………………………14 ～ 15
５－３．具体的な取組、スケジュール、実現時期の検討 ………………………………………………………… 16

第６章　誘導施策 ……………………………………………………………………………… 17
６－１．誘導施策の展開 ………………………………………………………………………………………… 17
６－２．届出制度　………………………………………………………………………………………………… 18

第７章　定量的な目標値等の検討 …………………………………………………………… 19
７－１．定量的な目標値 ………………………………………………………………………………………… 19
７－２．期待される効果の検証　………………………………………………………………………………… 19
７－３．進捗管理の方法　………………………………………………………………………………………… 20

鞍手町立地適正化計画



１

第１章　はじめに
１- １．計画策定の背景と目的

人口減少や高齢化が全国的に進む我が国において、日常における商業や医療、福祉、公
共交通などの生活サービスの確保・維持や将来に向けた持続可能なまちづくりが大きな課
題となっています。このような中、生活サービス施設や居住が集約した地域の形成や機能
的な公共交通の確保・維持に一体的に取り組む「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」
によるまちづくりが求められています。
「鞍手町立地適正化計画」は、本町のまちづくりの課題を解決し、効率的で持続可能な都
市構造や、誰もが安心して暮らせる快適な生活環境の実現を目指して策定しました。

１- ２．計画に定める内容

①立地適正化計画の区域

都市全体を見直す観点から、町全体を計画区域として設定します。

②立地の適正化に関する基本的な方針

町の現状把握・分析や課題を整理した上で、持続可能なまちづくりを可能とする目指すべき将
来都市像を設定します。

③居住誘導区域

人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度が維持され、生活サービスなどが持続的
に確保されるよう、居住を誘導すべき区域を設定します。

④都市機能誘導区域

医療、福祉、商業などの都市機能を集約することにより、これらのサービスの効率的な提供を
図る区域を設定します。

⑤誘導施設

都市機能誘導区域において立地を誘導すべき都市機能増進施設を設定します。

⑥誘導施策

居住及び都市機能の誘導を行うための施策を設定します。

居住誘導区域
・一定の人口密度を維持するエリアを設

定し、良好な居住環境を形成します
・公共交通の近くに居住を誘導します

都市機能誘導区域
・医療、福祉、商業などの生活に必要な

施設の立地を誘導するエリア（拠点）
を設定し、快適な市街地を形成します

・歩いて暮らせる環境を整備します

地域公共交通
・拠点間を結ぶ鉄道、バスなどの公共交

通を確保します

人口減少や少子高齢化が進
展していく中で、

➀医療・福祉・商業施設や住
宅などがまとまって立地す
るなどの暮らしやすさ

②公共交通の使いやすさ

など「コンパクトシティ・プ
ラス・ネットワーク」という
考え方のもと、鞍手町の将来
への対応を考えていくための
計画です。

立地適正化計画のイメージ



その他の部門別計画

・鞍手町公共施設等総合
管理計画

・鞍手町地域公共交通網
形成計画　　など

⑧ 定量的な目標値等の検討

１- ３．計画作成の「流れ」

鞍手町立地適正化計画は、以下の「流れ」に沿って作成しました。

② 都市が抱える課題の分析及び解決すべき課題の抽出

④ 目指すべき都市の骨格構造、交通ネットワークの考え方 ※ の検討

⑤ 誘導区域、誘導施設の設定

⑦ 誘導施策の検討

⑥ 防災指針の検討

③ まちづくりの目標・方針の検討

⑨ 立地適正化計画素案の作成

※は計画書本編に掲載しています。

２
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１- ４．計画の位置付けと目標年次

本計画は、都市再生特別措置法 (第 81条 )による「住宅及び都市機能増進施設の立地の適
正化を図るための計画」として定め、「鞍手町都市計画マスタープラン」の一部とみなします (同
法第 82条 )。このことから、「第５次鞍手町総合計画」などを上位計画とするとともに、その
他の部門別計画とも整合を図ります。

筑豊都市圏 都市計画区域の
整備、開発及び保全の方針

筑豊広域都市計画区域マスタープラン
［令和３年(２０２１年)年４月告示］

地方版総合戦略
第２期鞍手町

まち・ひと・しごと創生総合戦略
［令和２年 (2020 年 ) 年３月策定］

即す

即す

鞍手町の最上位計画
第５次鞍手町総合計画

［平成 28 年 (2016 年 ) 年３月策定］

整合

都市計画に関する基本的な方針
鞍手町都市計画
マスタープラン

［平成 28 年 (2016 年 ) 年３月改訂］

コンパクトなまちづくりに
向けた具体的取組み

鞍手町立地適正化計画
［計画期間］

令和４年（２０２２年）～
令和１６年（２０３４年）

※

※本計画の目標年次は、上位計画である第６次鞍手町総合計画 ( 予定 ) の期間を
考慮して、令和１６年 ( ２０３４年 ) とします。

① 関連する上位計画、部門別計画との位置付けを整理。他課の施策等との調整 ※

即す



第２章　将来予想と解決すべき課題
２- １．都市全体の人口動向

本町の人口は、1985年をピークに、以降減少傾向に転じており、国立社会保証・人口研
究所 (以下「社人研」といいます。)の推計によれば、2020年から 2045年までの 25年間
で 40.1％減少する見通しとなっています。年齢3区分では、生産年齢人口が45.8％と最も
激しく減少しています。この影響から、2045年では、老年人口（構成比43.7%）と生産年
齢人口（構成比44.7%）の割合がほぼ同じになると推計されています。
また町内を地域別に推計した2045年人口では、広範囲に及ぶ地域で人口減少がみられる

中、市街地（用途地域指定）※では、一定程度の人口が維持されていることが分かりました。

住基人口分布 2020年

※市街地（用途地域指定）
町内には、都市計画用途地域を指定してい

る区域（右図赤枠）が２か所ありますが、本
計画では、町の中心部に広がる用途地域のエ
リア (右図黒枠 )を市街地（用途地域指定）
と定義し、居住誘導区域を検討するための基
本的な区域とします。
・面積　市街地（用途地域指定）…368ha
・面積　用途地域 (全体 ) …………409ha

３

２－２．鞍手町の人口の将来見通し

１)  都市全体の人口動向

本町の人口は、1985 年をピークに、以降減少傾向に転じており、社人研の推計

によると、2020 年から 2045 年までの 25 年間で 40.1％減少する見通しとなってい

ます。この減少率は、1985 年から 2015 年までの 30 年間の減少率（22.1%）を大

きく上回っています。

年齢 3 区分では、生産年齢人口の減少が最も激しく、45.8％減少しています。

この影響から、2045 年では、老年人口（構成比 43.7%）と生産年齢人口（構成比

44.7%）の割合がほぼ同じになると推計されています。

社人研の推計による老年人口は、2020 年の 5,807 人（高齢化率 39.2％）をピー

クに 2045 年で 3,884 人（高齢化率 43.7％）まで減少する見通しです。

出典）　社人研「日本の地域別推計人口 (2018 年 ( 平成 30 年 )」による推計値

※本計画では、人口比較の対象として 2015 年国勢調査の実績数値ではなく、より直近の人口と推計される 2020 年社人
研推計値を採用しています。これは、2015 年国勢調査人口と同年の住民基本台帳人口との構成比が、2020 年社人研
推計値と現状の住民基本台帳人口との構成比とほぼ同等であったことにより信頼できる数値と判断したものです。

表 ▶年齢 3区分別人口の将来見通し
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出典）　鞍手町人口ビジョン(令和２年３月改訂版)。1980 年から 2015 年までは、国勢調査の実績値。2020 年
以降は、社人研「日本の地域別推計人口 (2018 年 ( 平成 30 年 )」による推計値

グラフ▶国勢調査と社人研推計から見た年齢３区分人口の推移
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12,372人

11,161人
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1995年
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2000年
［平成12年］

2005年
［平成17年］

2010年
［平成22年］

2015年
［平成27年］

2020年
［令和 2年］

2025年
［令和7年］

2030年
［令和12年］

2035年
［令和17年］

2040年
［令和22年］

2045年
［令和27年］

年少人口(0～ 14歳 ) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

総人口（赤い数値） 高齢化率(老年人口構成比)

推計値

増減数
（人）

増減率
（％）

増減数
（％）

増減率
（％）

総人口 14,813 8,879 -5,934 -40.1 100.0 100.0 － －

老年人口
（65歳以上）

5,807 3,884 -1,923 -33.1 39.2 43.7 +4.6 +11.7

生産年齢人口
（15～64歳）

7,324 3,971 -3,353 -45.8 49.4 44.7 -4.7 -9.5

年少人口
（0～14歳）

1,682 1,024 -658 -39.1 11.4 11.5 +0.1 +1.6

2020年
（人）

2045年
（人）

2020年
（％）

2045年
（％）

人口 構成比
増減（2020年→2045年） 増減（2020年→2045年）

※
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4,257人
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5,300人

4,583人 3,971人
4,183人 4,592人

4,002人 3,315人 2,622人 2,190人 1,901人 1,815人 1,682人 1,560人 1,405人 1,258人 1,136人 1,024人

13.3%
14.4%

16.1%
18.0%

21.0%
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2045年
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グラフ▶国勢調査と社人研推計から見た年齢３区分人口の推移

用途地域
市街地（用途地域指定）

分割地域メッシュ

凡例
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　鞍手町では、
①公共交通便利地域 を

バス停等（もやいタクシー乗り場
を含む）から 300m 圏内

②交通不便地域 を
鉄道駅から 1km 圏内かつバス停
等から 300m 圏外

③交通空白地域 を
鉄道駅から 1km 圏外かつバス停
等から 300m 圏外

と定義付けています。

２- ２．鞍手町の現況と解決すべき課題

１）土地利用
100ｍメッシュの単位で土地利用を区

分した「国土数値情報」から本町の長期
的な土地利用の変化を見てみると、1987
年から 2016 年の約 30年間で、280.4ha
が自然的土地利用から都市的土地利用へ
転換されていました。
用途地域内よりも用途地域外で都市

的土地利用に転換された面積が多いこと
から、無秩序な市街地化の進展が課題と
なっています。

２）公共交通の利便性、持続可能性
「西鉄バス (路線バス )」を補完する路線として2011年に運行を開始した「すまいる
バス (コミュニティバス )」と「もやいタクシー (予約型乗合タクシー )」は、運行形
態等を改善しながら町民の重要な交通手段として利用されてきました。今後は、人口
減少や高齢化の中で、これらの公共交通を確保・維持していくことが重要です。

４

出典 ) 国土数値情報「土地利用細部メッシュ」　単位：ha

もやいタクシー

もやいタクシー

もやいタクシー

すまいるバス

西鉄バス
直方～鞍手～遠賀線図▶公共交通の路線（令和３年４月１日現在）と

　　バス停等からの距離圏域の状況

増減数 (1987 年→ 2016 年 )
用途

地域内
用途

地域外 計

自然的土地利用
・農地　・森林
・荒地　・河川等

－56.7 －223.7 －280.4

都市的土地利用
・建築用地　・道路等
・その他の用地

+56.7 +223.7 +280.4

表▶土地利用面積の長期的変化 (1987 年→ 2016 年 )

主要道路
整備中道路

主な河川
用途地域界

【バス停・もやいタクシー乗り場】

西鉄バス

もやいタクシー ( ３路線 )

【バス停等からの距離圏域】

【骨格道路等】
高速道路

主要道路

整備中道路
鉄道 用途地域界

【バス停・もやいタクシー乗り場】
注）バス停は往路・復路を別表示

【運行ルート】
西鉄バス すまいるバス

【バス停等からの距離圏域】
西鉄バス停から３００m 圏域
すまいるバス停から３００m 圏域
もやいタクシー乗り場から３００m 圏域
鞍手駅から１km 圏域

注）もやいタクシーは区域運行のため運行ルート
を図示していない

凡例



３）生活サービス施設の利便性、持続可能性
2020年現在では、日常的に利用する生活サービス施設（商業、医療、福祉、子育て）

は町内各地域に点在していますが、その多くが市街地（用途地域指定）に集中してい
ます。また、どの施設もほとんどが公共交通便利地域に立地しており、町内のどこか
らでもアクセスが可能となっています。
しかし、今後の人口減少に伴い、商業施設の商圏の縮小や公共交通の撤退などにより、

生活サービス施設の維持が困難になることが推察されます。

５

図▶生活サービス施設の分布状況（令和３年４月１日現在）と
　　公共交通便利地域

【公共交通便利地域等】

不便地域

便利地域

【骨格道路等】
高速道路
主要道路
整備中道路

主な河川
鉄道

用途地域界

【生活サービス施設等】
商業施設

子育て支援施設
介護福祉施設
医療施設

凡例
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庁舎

社会福祉施設

公営住宅

学校施設

社会教育施設

その他の施設

役場庁舎増築
［1992 年度］

2 億 3,652 万円

グラフ▶建築年度別公共施設等 ( 建物 ) の取得価額 (1953 → 2015 年度 )

４）財政状況
本町の公共施設等（建物）は、1970年度から 1984年度にかけて集中的に整備され

ており、これらの公共施設等を保有し続けた場合、2016年度から 2058年度までの 43
年間で約345億円（年平均約８億円）の更新費用が必要になると推計されています。
このように、老朽化した公共施設等の建替えや大規模改修には、多大な財政支出を

伴います。今後は、人口や公共施設等の利用需要の変化などを踏まえ、長期的な視点
から公共施設等の最適な配置を計画的に進めていくことが必要です。

５）災害に対する安全性の確保
遠賀川と西川に挟まれる形状の本町で

は、両河川の氾濫等による洪水浸水想定
区域が町全域に広く指定されており、床
上浸水が想定される住宅地等もあります。
特に市街地（用途地域指定）では、洪

水浸水想定区域が縦断していおり、町民
の生命を守るため、想定最大規模の災害
リスクに備えたハード・ソフト両面での
対策が必要です。

６

出典）鞍手町公共施設等
総合管理計画
( 平成 29 年 3 月 )

土砂災害警戒区域 ( 地すべり )

図▶浸水想定区域、土砂災害警戒区域

土砂災害警戒区域 ( 急傾斜地崩壊 )

【骨格道路等】
高速道路
整備中道路 主な河川

主要道路 鉄道
用途地域界

洪水浸水想定区域
【洪水浸水】

【土砂災害】
土砂災害特別警戒区域 ( 土石流 )

土砂災害特別警戒区域 ( 急傾斜地崩壊 )
土砂災害警戒区域 ( 土石流 )

凡例
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役場庁舎増築
［1992 年度］

2 億 3,652 万円

文化・体育総合施設
［1979 ～ 1990 年度］

13 億 8,302 万円

鞍手中学校
［2014 ～ 2015 年度］

17 億 8,808 万円

くらじの郷
［1999 ～ 2001 年度］

19 億 3,782 万円

町立小学校
［1974 ～ 1983 年度］

38 億 6,005 万円

旧鞍手北中・南中
［1970 ～ 1973 年度］

26 億 214 万円
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第３章　立地適正化計画に関する基本的な方針

現状の分析により抽出した本町の「解決すべき課題」とそれらの課題を解決するための「ま
ちづくりの目標と方針」を以下のとおり整理しました。
また、「まちづくりの目標と方針」の実現を目指するための本町が目指すべき将来都市構

造を右図のとおり整理しました。

鞍手町立地適正化計画【まちづくりの目標】
住み良さと便利さを実感できるコンパクトで災害に強いまち

解決すべき課題

公共交通の確保・維持
・利用者減による民間路線バスの路線

廃止や縮小
・高齢になってもその利便性から自家

用車へ依存する割合が依然として高
い

公共交通を確保・維持し、
車に頼らない暮らしが可能な
まちを目指します

・市街地（用途地域指定）内に公共交
通拠点を形成

・鉄道やバス、タクシーなどの連携に
よる交通資源の有効活用と移動手段
の確保

中心拠点機能の活性化
・行政や医療、保健・福祉、商業施設

などの都市機能が町内各所に分散
・開発の進行による市街地の無秩序な

広がり

都市機能を集積し、回遊性の
高い便利なまちを構築します

・行政や医療、保健・福祉、商業施設
等の都市機能を都市機能誘導区域へ
集約

・回遊性や利便性の高い中心拠点機能
の形成

人口密度の維持
・開発から長期間が経過した市街地(用

途地域指定）内の大型住宅団地で空
き地、空き家が顕著に

・税収の減少、地域活力の低下

移住・定住施策を拡充し、居住
誘導区域へ居住を誘導します

・生活利便性の高い居住誘導区域へ居
住を誘導

・移住者、定住者を呼び込むため、空
き地、空き家の利活用施策を実施

災害に対する安全対策
・遠賀川や西川の決壊や越水を想定し

た災害リスクの検証
・六田川に起因する内水氾濫への対策

様々なリスクに対応した災害に
強いまちづくりを進めます

・河川改修や調整池の整備などの治水
対策

・避難所への的確な誘導や避難訓練の
実施などの防災に向けた取組の徹底

まちづくりの方針

①

②

③

④
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広域交通軸

九州自動車道

シティゲート

鞍手ＩＣ

都市計画道路
（地域連携軸・生活軸）

直方鞍手線

都市計画道路
（地域連携軸・生活軸）

北九州鞍手線

基幹的な公共交通軸

直方～鞍手～遠賀線
【民間バス路線】

基幹的な公共交通軸

すまいるバスみやわか線
【鞍手町コミュニティバス路線】

シティゲート

ＪＲ鞍手駅

広域交通軸

ＪＲ福北ゆたか線

地域連携軸・生活軸

主要地方道 宮田・遠賀線

地域連携軸・生活軸

主要地方道 直方・宗像線

北九州市

遠賀町

中間市

宗像市

宮若市

直方市

鞍手町都市計画マスタープランに位置付けられ
た「九州自動車道とＪＲ福北ゆたか線を位置付
け、シティゲートとして鞍手ＩＣとＪＲ鞍手駅
を活用し町の活性化を図る」軸

広域交通軸

鞍手町都市計画マスタープランに位置付けられ
た「都市計画道路直方鞍手線と北九州鞍手線並
びに、主要地方道宮田遠賀線と直方宗像線を広
域交通軸の補完並びに、近隣市町との市域相互
に寄与する軸として地域間交流等を促す」軸

地域連携軸・生活軸

「地域連携軸・生活軸」のうち、市街地 (用途
地域指定 )を経由し、周辺地域と中心拠点を
結節するとともに、将来にわたって一定の運
行水準の維持が見込まれる公共交通路線

基幹的な公共交通軸

市街地(用途地域指定)
都市計画用途地域を指定している
区域のうち町の市街地に広がるエ
リア。本計画17ページで定義

都市機能拠点
鞍手町都市計画マスタープラン
に位置付けられた「交差する都
市計画道路とＪＲ鞍手駅の交通

機能を活かし、行政、交通、医療、文化等の施
設が立地し都市機能が集積する賑いのある地域
として生活機能の集約を図る」エリア

中心拠点
「都市機能拠点」内において、以
下の３つの条件を満たすエリア

①市街地 (用途地域指定 )内で、利便性の高い居
住環境が形成され、今後とも人口の維持が見込
まれる

②役場庁舎などの行政機能（移転計画等を含む）
や日常的な生活サービス機能を提供する商業施
設、病院などの医療施設、中央公民館・歴史民
俗博物館などの教育・文化施設など、公共公益
施設が集積している

③町内を運行する複数の公共交通機関の結節点と
なる停留所等がある

凡例凡例

図▶鞍手町が目指す都市の骨格構造
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第４章　誘導区域・誘導施設
４－１．誘導区域

１） 居住誘導区域
人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することで、生活サー

ビスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域を「居住誘導
区域」として以下の手順により設定します。

①　市街地（用途地域指定）内で宅地利用されている割合の高い地域と今後利用可能性のある地
域を抽出

②　①の地域から山林や工業地域など住宅用地としての利用が見込まれない地域や土砂災害警戒
区域などを除外

③　②の地域が洪水浸水想定区域の災害リスクの回避、低減が可能なこと、また公共交通便利地
域に含まれていることを検証・確認

①　中心拠点内（P ８）で、都市機能施設が集積し、かつ基幹的な公共交通軸に隣接している地
域のうち、町内公共交通の共通乗り場から 300m 圏域内の地域を抽出

② 　①の地域から洪水浸水想定区域に含まれる地域を除外

２）都市機能誘導区域
居住誘導委区域内において、医療・福祉・商業などの都市機能を都市の中心拠点や

生活拠点に誘導し集約することにより、これらの生活サービスの効率的な提供が図ら
れる区域を「都市機能誘導区域」として以下の手順により設定します。

鞍手町役場

図▶居住誘導区域と都市機能誘導区域

剣北小学校

くらて病院

鞍手中学校
剣南小学校

鞍手町中央公民館

居住誘導区域 (214ha)
都市機能誘導区域 (40ha)

凡例
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３） 居住誘導区域で維持すべき人口密度
人口減少下にあっても、将来にわたって住み続けられる都市を維持していくため

には、まちづくりの方針に基づき、様々な施策を展開して、居住誘導区域内（以下
この章において「区域内」といいます。）の人口密度や都市機能を維持していくこと
が重要になります。
本計画では、区域内の面積を 214ha に設定しています。また、住民基本台帳人口

から算出した現在（2020 年）の区域内人口は 6,042 人、人口密度は 28.2 人 /ha となっ
ています。これに、社人研が推計した 2045 年の将来人口の減少率（▲ 40％）を単
純に当てはめると、区域内の人口は 3,622 人、人口密度は 16.9 人 /ha と大幅に減少
すると予測されています。（下表）

また、町の総人口（2045 年時点）では、鞍手町人口ビジョン（2020 年 3 月改訂）
の将来展望人口と社人研の推計人口に2,483人のかい離が見られることから、町では、
町人口ビジョンに掲げる基本方針と対応策※により将来展望人口の実現を図っていく
こととしています。なお、2020年の国勢調査の結果では、社人研の推計人口より1.8％、
267 人増加するなど、人口減少の抑制傾向がみられています（下グラフ）。
以上を踏まえ、本計画では、町人口ビジョンと整合の上、日常サービスの維持や

行政の効率化を図るため、区域内人口密度（28.2 人 /ha）を維持していくこととします。

グラフ ▶ 鞍手町人口ビジョンと社人研の総人口の推移

※仮定値 Eの条件　・合計特殊出生率：2030 年（令和 12 年）までに 2.1 まで改善
　　　　　　　　　・移動数：年間 60組の若者夫婦（20～ 30 歳代夫婦）が移住（転入）

対応策を講じ、人口減少を
抑制することで、2045 年時
点では社人研の推計を 2,483
人上回る人口を実現

14,813（2020年）

このまま対応策をとらなけ
れば、総人口は40％減少

11,362

15,282

14,813

15,080 国勢調査
( 確定値 )

2020 年

町人口ビジョンと社人研の総人口の推移
町人口ビジョン（仮定値Ｅ※ による将来展望人口）

社人研推計の総人口

・基本目標① 　 「自然増」を実現するための対策に取り組む
・基本目標② 　 「社会増」を実現するための対策に取り組む
・対応策① 　　町の魅力を発信し誘客を図る（知名度の向上）
・対応策② 　　子育て環境と若者向け住環境の魅力化を図る（転出抑制と転入促進）
・対応策③　 　魅力ある産業の育成を図る（雇用の創出）

※町人口ビジョンにおける将来展望人口を実現するための基本目標と対応策

現在（２０２０年）
区域内人口 ６，０４２人
区域内人口密度 ２８．２人／ｈａ

将来（２０４５年） 差（将来－現在）
３，６２２人 ▲２，４２０人

１６．９人／ｈａ ▲１１．３人／ｈａ
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４- ２．誘導施設

都市機能誘導区域内の各種機能に関連する施設の立地状況を踏まえ、①すでに立地し、
今後も維持していく施設と②生活サービスの充実を図るため誘導していく施設を以下の表
のとおり「誘導施設」として位置付けることとします。

機能 立地している施設（予定を含む）

行政機能 ① 役場庁舎（予定。教育委員会を含む）、 
保健センター（予定）

介護福祉
機能 ② 地域包括支援センター（予定）

子育て
機能

③ 子育て世代包括支援センター（予定）
④ 認定こども園
⑤ 放課後児童クラブ

商業機能 ⑥ ディスカウントストア
⑦ コンビニエンスストア

医療機能 ⑧ 病院（２００床以上）

金融機能 施設なし

教育・文化
機能

⑨ 中央公民館
⑩ 歴史民俗博物館
⑪ 小学校
⑫ 中学校

① ②
③

⑫
⑪

⑨⑩
⑧⑦

⑥

⑤

④
・都市機能施設

（   予定）行政機能
医療機能
金融機能
商業機能
教育・文化機能

（   予定）介護福祉機能
（   予定）子育て機能

居住誘導区域

都市機能誘導区域

凡例

図 ▶ 都市機能誘導区域の都市機能施設の立地状況（予定を含む）

機能 誘導施設 誘導施設としての位置付け

行政 ・役場庁舎（教育委員会を含む）

・保健センター
町内唯一の中枢的な行政機能として誘導施
設に位置付け、維持していきます。

介護
福祉 ・地域包括支援センター

高齢者福祉の指導・相談の窓口となる中心
的な機能として誘導施設に位置付け、維持
していきます。

子育て ・子育て世代包括支援センター

・認定こども園

・放課後児童クラブ

居住誘導区域内やその周辺地域に居住する
子育て世代に必要なサービスを提供するた
め、誘導施設に位置付け、維持していきます。

商業
・ 商業施設
（延べ床面積 3,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満）

日々の生活に必要な生鮮品、日用品等の買
い回りができる商業施設を誘導施設に位置
付け、維持・誘導していきます。

医療 ・病院（200 床以上）

・診療所（医療法第１条の５第２項）
地域医療の維持、充実のため、誘導施設に
位置付け、維持・誘導していきます。

金融
・銀行

都市機能誘導区域内に、金融機能を提供す
る機関がないため、誘導施設に位置付け、
誘導していきます。

教育・
文化 ・中央公民館　

・歴史民俗博物館
教育・文化サービスの拠点として、誘導施
設に位置付け、維持していきます。

○○課
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第５章　防災指針
防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で、必要となる都市の防災に関する機能を

確保するための指針です。
町内で発生する恐れのある災害ハザード情報（下の表）から居住誘導区域内（この章に

おいて「区域内」といいます。）にある災害リスクに対して、できる限り回避あるいは低減
させるために必要な防災・減災対策を計画的に実施していくことが求められます。
本町の防災指針は、以下に示すフローにより定めます。

５- １．災害リスクと課題の抽出

５- ２．防災まちづくりの将来像、取組方針の検討
１）防災まちづくりの将来像の検討

２）地域別の防災上の課題に対する取組方針の検討

５- ３．具体的な取組、スケジュール、目標値の検討
１）防災に関する具体的な取組の検討

２）実現時期と目標値の検討（目標値は P１５に掲載）

２）災害リスクの高い地域における防災上の課題の整理

１）災害ハザード情報等の収集分析

①マクロ分析（災害ハザードリスク等を町全体から整理）

②ミクロ分析（災害ハザードリスク等を居住誘導区域やその周辺から整理）

災害の種別 対象となる災害ハザード情報

水災害

a. 浸水

１. 洪水浸水想定区域（想定最大規模、計画規模）

２. 平成３０年豪雨による浸水実績（雨水出水等）

３. 高潮浸水想定区域

４. 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）

b. 土砂
   災害

土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊、地滑り、土石流）

土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊、地滑り、土石流）

急傾斜地崩壊危険区域

地すべり防止区域

災害危険区域 急傾斜地崩壊危険区域に指定

c. 大規模盛土造成地 大規模盛土造成地マップ

表 ▶ 町内で発生する恐れのある災害ハザード

災害レッドゾーン

災害イエローゾーン

居住誘導区域に含まない地域

安全上適当でない場合は居住誘導区域に含まない地域
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災害の種別 対象となる災害ハザード情報 分析の留意点

水災害

浸水

洪水浸水想定区域 想定最大規模（Ｌ２）を対象とします。

高潮浸水想定区域
洪水浸水想定区域の想定最大規模（Ｌ２）
の浸水範囲に含まれるため、洪水浸水想
定区域の分析に包括します。

平成３０年７月豪雨の浸水実績（雨水出
水など）

過去の浸水実績を対象とします。

土砂
災害

土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊） 直接居住誘導区域に含まれていないもの
の、居住誘導区域に近接するため、想定
される災害リスクを考慮します。土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊）

表１ ▶ 居住誘導区域内で発生する恐れのある災害ハザード情報

５- １．災害リスクと課題の抽出

町内で発生する恐れのある災害ハザード情報から、区域内で発生する恐れのある災害ハ
ザード情報を「マクロ分析」により抽出し（表１）、「ミクロ分析」により区域内の防災上
の課題を分析しました（表２）。また、その分析結果を基に、区域内で防災上の課題 (災害別 )
のある地域を抽出しました（P15）。

表２ ▶ 防災上の課題 ( 災害別 )
災 害 課 題 内 容

洪水

① 垂直避難が困難な建物が多
数分布している

六田川沿いの低平地で周囲に比べて浸水深が深く、床上
以上の浸水の場合、垂直避難することが困難な１階建て
家屋が多数分布しています

② 要配慮者が多数居住してい
る

要配慮者が多数居住している地域です。安全な避難に配
慮が必要です

③ 要配慮者施設が浸水想定区
域に立地している

要配慮者施設が浸水想定区域に立地しているため、入所
者の安全な避難に配慮が必要です

④ 避難所から半径５００ｍ圏域
外の地域が含まれている

指定避難所や指定緊急避難場所から半径５００ｍ圏域外の
地域が含まれているため、災害発生時には早期避難の徹
底が重要です

⑤ 各避難所において適切な避
難支援体制が必要

１２時間以上の洪水浸水継続時間に対応できる避難体制
が必要です

土砂
災害 ⑥ 災害発生時に道路が寸断さ

れる恐れがある
災害発生時に周囲の道路が通行できなくなる可能性があ
ります

雨水
出水
等

⑦ 浸水実績のある道路などが
含まれている

災害時には洪水による浸水よりも早く道路冠水、床下浸
水が生じることから、避難に影響が生じる可能性があり
ます

注 ) 上記の災害ハザードのほか、福岡県が作成した大規模盛土造成地マップに基づく「大規模盛土造成地」が町内に点在してい
ます。国の方針に基づき、当該造成地の該当箇所は令和 7 年度までに安全性の調査を進めることとしています。
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５- ２．防災まちづくりの将来像、取組方針の検討

防災上の課題に基づく災害リスクを回避あるいは低減させるための防災まちづくりの将
来像と防災上の課題に対応する取組方針を、以下のとおり位置付けました。
また、防災上の課題に対応する取組組方針について、地域別に整理しました（P15）。

防
災
上
の
課
題
に
地
域
別
に
対
応

町民、事業者、行政が災害リスクを認識し、
それぞれが連携して取り組む「自助」「共助」「公助」による
防災・減災対策が徹底された災害に強いまち

防災
まちづくりの

将来像

取組方針

官民等の連携・協働による
適切な避難体制の構築

町民、事業者との連携・協働により、
災害時の町民や要配慮者の避難に
適切に対応できる体制づくりを推
進します

① 

災害リスクに対する
基盤整備

区域内の災害リスクに対応した河
川整備や治水整備などによる基盤
整備を推進します

② 

発生する災害リスクの
周知徹底

居住誘導区域を含む町内全域の災
害ハザード情報について、広く周
知徹底を図ります

③

・垂直避難が困難な建物が多数
分布している

・要配慮者が多数居住している

・要配慮施設が浸水想定区域に
立地している

・避難所から半径５００ｍ県域外
の地域が含まれている

・各避難所において適切な避難
支援体制が必要

防災上の課題

洪
水

・浸水実績のある道路などが含
まれている

・災害発生時に道路が寸断され
る恐れがある

土
砂
災
害

雨
水
出
水
等
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図 ▶ 防災上の課題 ( 地域別 ) と取組方針

・浸水実績のある道路などが含まれ
ている

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

雨水出水等

取組方針 →リスクの低減

課題

・要配慮者が多数居住している

・避難所から半径５００ｍ圏域外の
地域が含まれている

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

③発生する災害リスクの周知徹底

取組方針 →リスクの低減

洪水課題

・要配慮者施設が浸水想定区域に立
地している

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

③発生する災害リスクの周知徹底

取組方針 →リスクの低減

課題 洪水

・各避難所において適切な避難支援
体制が必要

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

③発生する災害リスクの周知徹底

取組方針 →リスクの低減

課題 洪水

・要配慮者施設が浸水想定区域に立
地している

・要配慮者が多数居住している

・避難所から半径５００ｍ圏域外の
地域が含まれている

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

③発生する災害リスクの周知徹底

取組方針 →リスクの低減

課題 洪水

・浸水実績のある道路などが含まれ
ている

①官民等の連携・協働による適切な
避難体制の構築

②災害リスクに対する基盤整備

土砂災害

取組方針 →リスクの低減

課題

土砂災害警戒区域 ( 急傾斜地崩壊 )

土砂災害特別警戒区域 ( 急傾斜地崩壊 )
凡例

・浸水深（想定最大規模）

0.5 ｍ未満
0.5 ｍ以上 3.0 ｍ未満
3.0 ｍ以上 5.0 ｍ未満
5.0 ｍ以上 10.0 ｍ未満

高齢者要配慮者施設（通所系）
高齢者要配慮者施設（入所系）

都市計画区域
居住誘導区域

床下浸水（実績）
道路冠水（実績） 指定避難所

指定緊急避難場所

乳幼児支援施設
障がい者支援施設（通所系）
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※ 宅地造成等規制法では、滑動崩落（地盤が滑って崩れる現象）が発生し、相当数の居住者に危害を生ずる恐れが大
きい大規模盛土造成地を「造成宅地防災区域」として都道府県知事が指定することができるとされています。また、
指定された区域においては、宅地の所有者や管理者、占有者が実施主体となり、災害防止のための措置を講じるよ
う規定されています。町内の大規模盛土造成地の安全性調査は、令和 7 年度までに実施する予定です。

５- ３．具体的な取組、スケジュール、実現時期の検討

防災上の課題に対する取組方針に応じて、町や国、県、事業者、地域住民それぞれが取
り組む内容ついて下表のとおり整理しました。
なお、取組方針に基づく具体的な実現時期は、以下のとおりとします。また、第６次鞍

手町総合計画 (予定 )や鞍手町都市計画マスタープランの計画期間を考慮し、目標期間を短
期 (３年 )、中期 (８年 )、長期 (13年 )に設定しています。
　注）取組内容のうち、朱書きのものは、今後実施を検討していくもの。それ以外は、現在実施中の

ものです

取組
種別 具体的な取組 取組内容

目標期間
短期（３年）

中期（８年）
長期（13 年）

ソ
フ
ト

地域住民と連
携した避難体
制の構築

・自主防災組織による防災訓練や防災資
機材購入に対する補助

・避難所運営マニュアルの策定　など

要配慮者の適
切な避難体制
の構築

・避難行動要支援者名簿、個別計画の作
成や更新

・自主防災組織、消防団の連携訓練（避
難行動要支援者の避難計画の確認）　な
ど

避難環境の整
備

・非常用資機材の充実　

・自主防災組織を対象とした避難所運営
訓練　など

災害情報の周
知の徹底

・ハザードマップの更新、住民や民間施
設への配布　

・防災無線の設置　など

民間施設との
連携強化

・災害時における協定の締結（物資、避
難利用）　など

大規模盛土造
成地への対応

（調査）
・対象地の安全性の調査

ハ
ー
ド

治水整備の推
進

・第５次鞍手町総合計画後期基本計画に
基づく六田川改修事業（治水対策）

・遠賀川水系河川整備計画に基づく河川
整備（遠賀川）

・遠賀川下流左岸圏域 河川整備計画に基
づく河川整備（西川）

大規模盛土造
成地への対応

（対策工事）

・危険性の高い大規模盛土造成地への対
策工事

▼Ｒ６　　
▼Ｒ１１

▼Ｒ１６

※
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第６章　誘導施策
６- １．誘導施策の展開

誘導施策とは、居住や都市機能を居住誘導区域や都市機能誘導区域へ誘導するために講
じる支援施策をいいます。取り組む施策については、本計画第３章で定めた「まちづくり
の方針」に基づき、以下のとおり整理します。

方針①　移住・定住施策を拡充し、居住誘導区域へ居住を誘導します

施策①－１ 魅力的な居住地域の形成

施策①－２ 歩行、滞留空間の整備による憩いの場の創出

施策①－３ 居住誘導区域内への移住・定住に効果のある施策の拡充

日常的に利用する生活サービス機能の集積や幅広い世代が憩える場の整備による魅力的な居住空間
の創出、既存の人口増加施策と連携した取組を強化し、居住誘導を図ります。

方針②　都市機能を集積し、回遊性の高い便利なまちを構築します

施策②－１ 公共施設の適正配置（国の支援施策を活用）

施策②－２ 都市機能誘導区域の活性化

施策②－３ 誘導施設の立地促進

役場庁舎等の整備による都市機能の集約、既存の都市機能や公共交通の利便性向上によるにぎわ
いある地域の形成や税制優遇などの施策の検討を通じ、誘導施設の立地誘導を図ります。

方針③　公共交通を確保・維持し、車に頼らない暮らしが可能なまちを目指します

施策③－１ 持続可能な公共交通体系の構築・維持

施策③－２ 近隣市町や町内各所から都市機能誘導区域への移動手段の確保・維持

施策③－３ 交通結節点機能の形成・向上

鞍手町地域公共交通網形成計画(以下「網計画」といいます。)と整合の上、路線バスやコミュニティ
バス (すまいるバス、もやいタクシー )などの公共交通を確保・維持していきます。また、都市機
能誘導区域内に交通結節点を形成し、町内各所からの利便性、アクセス性の向上を図っていきます。

方針④　様々なリスクに対応した災害に強いまちづくりを進めます

施策④－１ 地域住民と連携した避難体制の構築

施策④－２ 要配慮者の適切な避難体制の構築

施策④－３ 避難環境の整備

施策④－４ 災害情報の周知の徹底

施策④－５ 民間施設との連携強化

施策④－６ 大規模盛土造成地への対応（調査・対策工事）

施策④－７ 治水整備の推進

防災指針に基づく施策の実現に努め、居住誘導区域内の防災機能の確保・維持を図ります。
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６- ２．届出制度

本計画で定められた各誘導区域内外で、以下の要件に該当する開発行為などを行う場合
は、工事着手の３０日前までに「届出」が必要となります。

届出制度の対象となる行為
① 居住誘導区域外における届出制度（都市再生特別措置法第８８条第１項）

（ア） 3 戸以上の住宅の建築目的の開発行為と建築行為

（イ） 1 戸または 2 戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が１，０００㎡以上のもの

（ウ） 建築物を改築し、または建築物の用途を変更して（ア）に該当する住宅などにする場合

（例）３戸の住宅の開発行為や建築行為

届出が
必要

届出が
必要

（例）１，２００㎡１戸の開発行為

②都市機能誘導区域外における届出制度（都市再生特別措置法第１０８条第１項）

（ア）誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為と建築行為

（イ） 建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合

（ウ） 建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合

③都市機能誘導区域内における届出制度（都市再生特別措置法第１０８条の２第１項）

誘導施設を休止又は廃止する場合

届出が
必要 届出は

不要

都市機能誘導区域店舗面積が 3,000 ㎡
以上 10,000 ㎡未満の
スーパーマーケット
を廃止する場合

×
医療法第１条の５第
２項に規定する診療
所を休止する場合 コンビニエンススト

アを休止する場合

都市機能誘導区域
届出が
必要

届出は
不要

届出が
必要

立地適正化計画区域（町全域）
居住誘導区域

（例）３戸の集合住宅の開発行為や建築行為

届出が
必要

届出は
不要

（例）８００㎡２戸の開発行為
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第７章　定量的な目標値の検討
７- １．定量的な目標値

本計画の進捗状況や施策などについては、まちづくりの方針①から④までにおける以下
の評価指標、目標値により評価・管理していくこととします。

評価指標 現況値（令和３年度） 目標値（令和６年度）

町主催の防災訓練の実施 未実施 各小学校区 １回 / 年

災害協定の締結
物資協定 ３件
避難利用協定 ３件

現況値以上を維持

第５次鞍手町総合計画後期基本計画に基づ
く六田川改修事業（治水対策）

ー ー ※②

LINE 登録者数 １，５０２人 ３，０００人

評価指標 現況値（令和元年度） 目標値（令和１６年度）※③

住みよいと感じて
いる人の割合

町全体 ４４．８％ ８０％以上

居住誘導区域内 ━ ９０％以上

※② 町では、六田川改修事業として有効な治水対策を検討中です。目標値については、今後、具体的な実施計画等の策
定に合わせ設定しています。

※③ 評価指標は、まち・ひと・しごと創成総合戦略（以下「総合戦略」といいます）と整合図り、町全体の目標値を 80％
としています。総合戦略の計画期間である令和６年度までに目標値「80％以上」を達成した場合は、総合戦略の見直
しに伴い、本計画の目標値を更新します。

評価指標 現況値（令和３年度） 目標値（令和１６年度）

居住誘導区域内の人口密度 ２８．２人 /ha ２８．２人 /ha

方針①　移住・定住施策を拡充し、居住誘導区域へ居住を誘導します

評価指標 現況値（令和３年度） 目標値（令和１６年度）

商業施設、診療所、銀行の立地数 １施設 ４施設

方針②　都市機能を集積し、回遊性の高い便利なまちを構築します

評価指標 現況値（令和３年度） 目標値（令和１６年度）

公共交通に対する満足度 ２６％ ５０％以上 ※①

方針③　公共交通を確保・維持し、車に頼らない暮らしが可能なまちを目指します

※① 評価指標は網計画との整合を図り、50％としています。網計画の計画期間である令和６年度までに目標値「50％以上」を
達成した場合は、網計画の見直しに伴い、本計画の目標値を更新します。

方針④　様々なリスクに対応した災害に強いまちづくりを進めます

７- ２．期待される効果の検証

定量的な目標値を達成することで、期待される効果を以下のとおり設定しました。
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７—３．進捗管理の方法

本計画では、ＰＤＣＡサイクルの手法を用いて、施策や事業の実施状況を設定した目標
や指標に基づき、以下の「進捗管理スケジュール」のとおり評価していくこととします。
各目標値の達成に向けて、短期（３年）、中期（８年）、長期（13年）で進捗管理します。

各期の評価で、計画の進捗状況の確認や施策、目標値の実現性などを検証し、必要があれ
ば施策や目標値を修正します。
なお、鞍手町総合計画や都市計画マスタープランなどの関連する上位計画が見直された

場合は、その都度整合を図っていくこととします。

図 ▶ ＰＤＣＡサイクルによる事業評価の流れ

図 ▶ 進捗管理スケジュール

短期 [３年 ]
中期 [８年 ]

長期 [13 年 ]

Ｒ４
▼

Ｒ 16
▼

Ｒ 11
▼

Ｒ６
▼

総合
計画 第５次 第６次

立地
適正化
計画

次期
計画

第７次

立地適正化
計画を公表

短期目標
を評価

中期目標
を評価

長期目標を評価
次期計画を策定
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